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第１章 独占禁止法制等の動き 

第１ 独占禁止法の改正 

第217回通常国会に提出された「情報通信技術の進展等に対応するための刑事訴訟法等の

一部を改正する法律案」は、刑事手続等において取り扱う書類について電磁的記録による作

成・管理・利用を可能とすることに伴う独占禁止法の所要の改正を含むものであるところ、

令和７年５月16日に可決・成立した（令和７年法律第39号。令和７年５月23日公布。独占禁

止法を改正する規定の施行期日は、令和９年３月31日までの間において政令で定める日と

されている。）。 

第２ 下請法の改正及び改正法の施行に伴い必要となる関係政令等の整

備 

近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等

な関係に基づき、事業者間における価格転嫁及び取引の適正化を図るため、協議に応じない

一方的な代金決定の禁止、手形による代金の支払等の禁止、規制の対象となる取引への特定

運送委託の追加等の措置を講ずること等を内容とする「下請代金支払遅延等防止法及び下

請中小企業振興法の一部を改正する法律案」が、令和７年３月11日、第217回通常国会に提

出された。同法律案は、同年４月24日に衆議院において、同年５月16日に参議院においてそ

れぞれ可決されて成立し、同月23日に公布され（令和７年法律第41号。以下「下請法等改正

法」という。）、令和８年１月１日に施行された。下請法等改正法の施行により、「下請代金

支払遅延等防止法」は、「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の

防止に関する法律」に題名が改められた。 

下請法等改正法の施行に伴い下請代金支払遅延等防止法施行令（平成13年政令第５号）及

び公正取引委員会事務総局組織令（昭和27年政令第373号）の所要の改正を含む関係政令の

規定の整理を行うため、下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正

する法律の施行に伴う関係政令の整理に関する政令が、令和７年10月１日に公布され（令和

７年政令第338号）、令和８年１月１日に施行された。 

また、「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法

律第四条の明示に関する規則」（令和７年公正取引委員会規則第８号）、「製造委託等に係る

中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律第六条第一項及び第二項

の率を定める規則」（令和７年公正取引委員会規則第９号）、「製造委託等に係る中小受託事

業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律第七条の書類等の作成及び保存に関

する規則」（令和７年公正取引委員会規則第10号）、「製造委託等に係る中小受託事業者に対

する代金の支払の遅延等の防止に関する法律の運用基準」（令和７年公正取引委員会事務総

長通達第13号）、「公正取引委員会関係特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律

施行規則」（令和６年公正取引委員会規則第３号）及び「特定受託事業者に係る取引の適正

化等に関する法律の考え方」の制定等を行った。 
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第３ スマホソフトウェア競争促進法の全面施行に伴い必要となる関係

政令等の整備 

令和６年６月12日、第213回通常国会において可決・成立し、同月19日に公布されたスマ

ホソフトウェア競争促進法は、同年12月19日に規制対象事業者の指定に関連する規定が施

行され、令和７年12月18日に全面施行された。 

 また、スマホソフトウェア競争促進法の全面施行に伴い必要となる関係政令及び公正取

引委員会規則も、同法の全面施行日である令和７年12月18日に施行された。 

 １ スマホソフトウェア競争促進法指定基準政令等の改正 

スマホソフトウェア競争促進法第７条ただし書（正当化事由）の政令で定める目的をスマ

ートフォンの異常な動作の防止及び犯罪行為の防止とすることや課徴金納付命令の対象と

なる違反行為に係る売上額の算定の方法を定めること等を内容とするスマホソフトウェア

競争促進法指定基準政令（「スマートフォンにおいて利用される特定ソフトウェアに係る競

争の促進に関する法律第三条第一項の事業の規模を定める政令」（令和６年政令第376号））

等の改正が行われた（「スマートフォンにおいて利用される特定ソフトウェアに係る競争の

促進に関する法律第三条第一項の事業の規模を定める政令等の一部を改正する政令」（令和

７年政令第279号。令和７年８月１日公布、同年12月18日施行））。 

 ２  スマホソフトウェア競争促進法施行規則の改正 

公正取引委員会は、スマホソフトウェア競争促進法の審査等に関する必要な手続を定め

ること等を内容とするスマホソフトウェア競争促進法施行規則（「スマートフォンにおいて

利用される特定ソフトウェアに係る競争の促進に関する法律施行規則」（令和６年公正取引

委員会規則第５号））の改正を行った（「スマートフォンにおいて利用される特定ソフトウェ

アに係る競争の促進に関する法律施行規則の一部を改正する規則」（令和７年公正取引委員

会規則第６号。令和７年８月20日公布、同年12月18日施行））。 

 ３  意見聴取規則の改正 

公正取引委員会は、スマホソフトウェア競争促進法の規定に基づき行う意見聴取の手続に

ついて必要な事項を定めることを内容とする意見聴取規則（「公正取引委員会の意見聴取に

関する規則」（平成27年公正取引委員会規則第１号））の改正を行った（「公正取引委員会の

意見聴取に関する規則の一部を改正する規則」（令和７年公正取引委員会規則第７号。令和

７年８月20日公布、同年12月18日施行））。 

第４ その他所管法令の改正 

 １  公正取引委員会事務総局組織令等の改正 

 下請法の改正に伴う執行体制の強化等のため、公正取引委員会は、以下のとおり公正取引

委員会事務総局組織令（昭和27年政令第373号）等の改正を行った。 
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⑴ 公正取引委員会事務総局組織令の改正

事務総局の経済取引局取引部に置かれる取引適正化検査管理官を新設すること等を内

容とする公正取引委員会事務総局組織令の改正を行った（公正取引委員会事務総局組織

令の一部を改正する政令（令和８年政令第120号。令和８年４月８日公布、同日施行））。 

⑵ 公正取引委員会事務総局組織規則の改正

事務総局の経済取引局取引部に置かれる上席取引適正化検査官を四人に増員するこ

と、中部事務所、近畿中国四国事務所及び九州事務所に置かれる取引適正化管理官を新設

すること等を内容とする公正取引委員会事務総局組織規則（昭和53年総理府令第10号）の

改正を行った（公正取引委員会事務総局組織規則の一部を改正する内閣府令（令和８年内

閣府令第43号。令和８年４月８日公布、同日施行））。 

第５ 独占禁止法と他の経済法令等の調整 

 １  法令協議 

公正取引委員会は、関係行政機関が特定の政策的必要性から経済法令の制定又は改正を

行おうとする際に、これら法令に独占禁止法の適用除外や競争制限的効果をもたらすおそ

れのある行政庁の処分に係る規定を設けるなどの場合には、その企画・立案の段階で、当該

行政機関からの協議を受け、独占禁止法及び競争政策との調整を図っている。 

 ２  行政調整 

公正取引委員会は、関係行政機関が特定の政策的必要性から行う行政措置等について、独

占禁止法上及び競争政策上の問題が生じないよう、当該行政機関と調整を行っている。 




